
九州経済産業局
地域経済部 産業技術課

地域からイノベーションの創出を
～技術開発事業への支援～

世界へ!!

平成３０年１１月８日 三木会 施：九州工業大学



２３０名の職員が５部に分かれ、
 アジアにおけるビジネス展開の支援及び地域経済国際化の推進
 産学官の結集による産業の高度化と新成長産業分野への展開
 九州の特性をいかした地域･中小企業の活性化
 低炭素･循環型社会の構築に向けた取組
 消費者保護対策等の推進による安全･安心な国民生活の確保

等、幅広い分野の行政を行っています。

経済産業省 九州経済産業局 総務企画部

国際部

地域経済部

産業技術課

知的財産室産業部

資源エネルギー環境部 1

九州経済産業局のご紹介

• 九州経済産業局は経済産業省の組織で
福岡県～鹿児島県の九州７県を管轄する地方ブロック出先機関です。

• オフィスは福岡合同庁舎（福岡市博多区博多駅東２－１１－１）にあります。

特許・実用新案・意匠など、知財面から支援しています。

技術開発環境整備など、企業を技術面から支援しています。
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（サポイン補助金）

Ⅲ．平成３１年度概算要求 各種支援施策

Ⅳ．補助金公募等情報等の収集について

２

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
●サポイン事業以外の、九州局や本省にて実施している「技術開発補助金」、「試験評価機器の整備等」の技術開発支援施策の紹介。



Ⅰ．戦略的基盤技術高度化・連携支援事業
（サポイン補助金）



• 人口減少下に対応した経営戦略の見直しが急務
• 地方で引き続き仕事・雇用を担う製造業への期待
• 地方の企業ならではの柔軟な発想で、次代のイノベーションにつながるタネや技術を
産み出し、活用することが重要

国や公的支援機関等が用意している研究・技術開発、事業化の支援制度を知り、
効果的に活用して頂きたい！

地域からイノベーションを創出するためには
• GDPの２割を占め、新たな技術をベースにイノベーションを生み、他の産業・分野への大
きな波及効果を持つ製造業は引き続き重要！

• 製造業が今後とも我が国の成長をリードするためには、絶え間なくシーズを生み技術革
新等を通じて新たなイノベーションにつなげていくことが重要！
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付加価値が「モノ」そのものから、「サービス」「ソリューション」へと移る中、単に「モノ」を作るだけで
は生き残れない時代に入った。ものづくりを通じて価値づくりを進める「ものづくり＋（プラス）企業」
になることが期待される。「ものづくり白書（2016年版）平成28年5月20日公表」から
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地域で活躍する技術開発型企業群の裾野拡大
• 地域で「儲ける」ものづくり企業が元気であること

→ 製品の高付加価値化、新製品開発、我が社の強みを獲得することが重要
• 技術力・開発力・市場性を高め、競争優位に立つ企業への転換

→ 例えば、人口減少下を意識したビジネスモデルへの転換

研究開発型地域企業群

ものづくり補助金
採択企業

○○県△△補助金
採択企業

サポイン
採択企業

低

高

技術力

提案力

ものづくり中小企業群

研究開発を志向する
中小企業群

下請的企業群

○○県工業技術センター
技術相談

層を厚く

地域で活躍する企業群の層が厚くなることが重要



戦略的基盤技術高度化支援事業
（サポイン事業）

★用語の正式名称：

「サポイン」 ＝ Supporting Industryの略

「サポイン事業」 ＝戦略的基盤技術高度化支援事業

「中小ものづくり高度化法」 ＝中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律

「技術指針」 ＝中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針

「法認定計画」・「研究開発計画」 ＝特定研究開発等計画
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地域未来投資促進事業
平成31年度概算要求額 165.0億円（161.5億円）

（１）地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課
03-3501-0645

（２）中小企業庁 技術経営革新課
03-3501-1816

（３）地域経済産業グループ
地域企業高度化推進課
03-3501-0645

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
(1)委託

事業イメージ

事業目的・概要
地域経済を活性化するためには、地域経済を牽引する地
域中核企業等を重点的に支援し、イノベーションによる新事
業展開（地域未来投資）を促進することが重要です。

このため、地域における継続的なイノベーション創出に向けた
総合的な支援体制の構築を行うとともに、新事業のためのノ
ウハウ獲得、事業体制の整備、事業化戦略の策定、ものづ
くり・サービスの開発、事業化・市場獲得まで、一体的に支
援していきます。

成果目標
支援体制の構築においては、年間で200件の具体的なプ
ロジェクトの創出を目指します。

ものづくり研究開発においては事業終了後5年以内、サー
ビス開発においては事業終了後2年以内に、事業化を達
成した事業が半数を超えることを目指します。

市場獲得においては、事業終了後3年以内に、売上額、
付加価値額等の目標値を達成した事業が半数を超えるこ
とを目指します。

(1)支援体制の構築（地域中核企業ローカルイノベーション促進事業）

(3)市場獲得（戦略分野における地域経済牽引事業支援事業）
• 地域未来投資促進法の計画承認を受けた事業者（※）が中小企業と
連携して行う、戦略分野（先端ものづくり（医療機器、航空機、新素材
等）、地域商社、観光等）における実証事業や設備投資を支援します。
補助上限額：5,000万円（連携事業者数に応じて最大で１億円）
※中小企業以外の場合には、当該事業者への補助額は、補助額全体の1/2未満。(2)(3)補助(1/2,2/3,1/3,定額)

• 戦略分野の担い手となることが期待される地域の有望企業群に対して、イ
ノベーション創出への挑戦を促すために、産業支援機関、公設試、金融機
関等の地域においてイベーションを支える支援機関が連携にした支援機関
ネットワークを構築し、地域中核企業による新事業のためのノウハウ獲得か
ら、事業体制の整備、事業化戦略の策定、研究開発、事業化・市場獲
得まで、事業段階に応じた総合的なイノベーション支援を行います。

(2)ものづくり・サービスの開発（戦略的基盤技術高度化・連携支援事業）

• 中小ものづくり高度化法の計画認定又は地域未来投資促進法の計画承
認を受けた中小企業が、大学・公設試等と連携して行う研究開発、試作
品開発及び販路開拓等への取組を最大3年間支援します。

• 中小企業等経営強化法の新連携計画認定を受けた中小企業が行う新
たなサービスモデル開発等を2年間支援します。※地域未来投資促進法の計
画承認を受けた者が参画する事業は審査において優遇
補助上限額：【ものづくり】 4,500万円※ 【サービス】 3,000万円

※これまで2年目以降の上限額が画一的に下がっていた仕組みについて、総
額を超えない範囲で研究開発計画に応じて柔軟に執行できるように見直す

補助率：【ものづくり】 2/3 ※大学・公設試等の場合は定額
【サービス】 1/2 ※IoT、AI等の先端技術活用の場合は2/3

中小企業・小規模事業者等
大学、公設試等
民間団体等 7



健康・医療、環境・エネルギー、航空・宇宙などの成長分野及び燃料電池、ロボット、情報家電、
自動車などの我が国経済を牽引していく分野の競争力強化に必要な、ものづくり中小企業・小規模事
業者の有する基盤技術の高度化につながる、研究開発からその試作・販路開拓までの取組を支援

３～５年後のマーケットニーズ
の提示

開発技術シーズの提示

川上・川下
の摺り合わせ

研究開発の
実施

我が国重要産業
の競争力強化

技術の高度化の例
・微細化、精密化
・小型化・軽量化
・複雑形状化、ネットシェイプ化
・耐久性、耐熱性向上
・新素材、難加工材対応 等

3~5年後のマーケットニーズの例
・ハードディスク軸受の超微細化
・半導体製造装置部品の軽量化
・ロボット用精密歯車
・燃料電池用新触媒
・自動車用部品の軽量化、高耐久化 等

マッチング

～戦略的基盤技術高度化支援事業～

特定ものづくり基盤技術１２分野

１．デザイン開発技術 ２．情報処理技術、 ３．精密加工技術、 ４．製造環境技術、

５． 接合・実装技術、 ６．立体造形技術、 ７．表面処理技術、 ８．機械制御技術、

９．複合・新機能材料技術、１０．材料製造プロセス技術、１１．バイオ技術、 １２．測定計測技術

【中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律】
卓越した技術を持つモノ作り中小企業・小規模事業者こそが、我が国製造業の強みの源泉！！

健康・医療 環境・エネルギー 航空・宇宙

燃料電池ロボット 情報家電 自動車
…etc

１．制度の趣旨 （１）目的

市場ニーズ
川下ニーズ

事業化

研究課題、技術目標
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１．制度の趣旨 （２）申請の流れ
サポイン事業とは、「中小ものづくり高度化法」による認定を受けた、又は、地域未来投資促進法
の承認を受けた中小企業等の「研究開発計画」に対して、その実現を支援するメニューのひとつで
す。認定又は承認を受けた共同体は、サポイン事業に提案する資格が得られます。

以下、中小ものづくり高度化法について

特定研究開発等計画
の認定（国）

特定基盤技術の指定、
技術指針の策定
（国）【H26.2.10告示】

特定研究開発等計画
の作成・申請
（中小企業）

ステップ２
特定研究開発等計画の認定申請を行う。
（前年度のサポイン不採択事業は変更認定申請が必要）
※ステップ３補助金提案と同時申請可

ステップ１
技術指針を確認し、合致する分野を特定する（中
小機構に適合の照会もできます）。

認定を受けた中小企業等への支援

１）研究開発支援

戦略的基盤技術高度化支援事業
（サポイン事業）

※補助金：研究開発からの試作、
販路開拓までを支援

２）資金面の支援

中小企業信用保険法の特例

中小企業投資育成株式会社法の特例

特許料等の特例

株式会社日本政策金融公庫の低利融資

商工中金の低利融資
ステップ３
補助事業：戦略的基盤技術高度化支援
事業（サポイン事業）に提案する。

9



１．制度の趣旨 （３）法認定申請

中小ものづくり高度化法からサポイン事業へ応募するためには、認定を受けたい企業が経済産
業局にサポイン事業の提案〆切日時までに申請が必要（申請書等詳細は局ＨＰ参照）。

「経済産業局認定審査委員会」において、技術指針で示された高度化の方向性と合致している
か等を審査の上、認定の可否を決定（認定結果はサポイン事業採否前に通知）。

＜注意事項＞

①法認定申請には、基本的にサポイン事業提案書
の内容が含まれていないといけない（通例、同内
容を同時申請）

②認定申請書の「研究計画名」、「サブテーマ」と、
サポイン事業提案書のものと一致すること。

③認定申請書の「事業期間」は、サポイン事業提案
書のものを包含すること。

④認定申請書の「協力者」に記載した機関をサポイ
ン事業提案書の共同体構成員から外すことは不
可（入替えは可）。

※補助金提案時に共同体を入替え、増やすのは可

⑤Ｈ２７年４月１日以前の認定では今回のサポイン
提案は不可（新規認定申請必要）。 それ以降の
提案は変更認定申請が可能。

認定申請書
（特定研究開発等計画認定）

≒

補助事業提案書
（サポイン事業）

10



２．サポイン事業概要 （１）補助対象等

中小企業・小規模事業者が大学、公設試等の研究機関等と連携して行う、製品化につな
がる可能性の高い研究開発、試作品開発等及び販路開拓への取組を一貫して支援します。

【期間】

２年度 or ３年度

【規模】（見直し中）

初年度 ４，５００万円以下

２年度目 初年度交付決定額の２/３以内

３年度目 初年度交付決定額の半額以内

【補助率】

●大学、公設試等（定額１０／１０）
※公益財団法人等を含む

※１,５００万円以内

※間接補助で事業管理機関が２／３の場合は２／３

●中小企業・小規模事業者等（２／３）

【対象経費】

物品費、人件費・謝金、旅費、
その他（外注費等）、技術導入費、

マーケティング調査費、間接経費 等
※物品の所有権は購入者に帰属（国ではない）

※汎用品は原則不可（PC等）

【採択】

●全国１１０件程度

（参考）平成３０年度は１２６件 （約３８％が採択）

【公募時期】

●平成３１年度：未定

（参考）平成３０年度は3月16日（金）～5月22日（火）

平成30年度よりe-Radによる電子申請

※平成３１年度は、前倒しで公募する可能性有り

11



○事業管理機関（補助事業者）【必須】
・国との総合的な連絡窓口を担い、補助事
業の遂行における責任を有する主体。
・事業の運営管理、共同体の相互調整、
研究開発の普及等を行う。

○法認定事業者等【必須】
法認定等（後述）を受けた中小企業者
・小規模事業者

○協力者
法認定計画等に含まれる協力者
（中小企業者・小規模事業者等、大学・公設試等）

○アドバイザー《推奨》
この事業に対して助言を行う者
（アドバイスに対する謝金、旅費等は補助対象）

（中心となる企業）

（大学・公設試等）
（共同研究企業、

川下企業等）

（例：公益財団法人、
中小企業等）

（個別相談）
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２．サポイン事業概要 （２）実施体制

必須

必須

推奨

戦略的基盤技術高度化支援事業の仕組み

全国採択審査委員会
（外部有識者等）

③審査・採択

【アドバイザー】

法認定計画

【事業管理機関】 （補助事業者）

【研究等実施機関】
（法認定事業者）

共同体

経済産業局等
採択・最終評価委員会

（外部有識者等）

①

公

募

②

提

案

⑪

中
間
評
価

最
終
評
価

⑫

追
跡
調
査

【研究等実施機関】
（協力者）

【研究等実施機関】
（協力者）

【研究等実施機関】

（法認定計画外
の協力者）

【研究等実施機関】

（協力者）

【総括研究代表者】
（ＰＬ）

【副総括研究代表者】
（ＳＬ）

④

採
択
通
知

⑤

交
付
申
請

⑥

交
付
決
定

⑦

事
業
実
施

実
績
報
告

⑧

確
定
検
査

⑨

補
助
金
の

請
求

⑩

補
助
金
の

支
払

間接補助

両者のうちいずれか１名が法認定事業者の研究員

中間・最終評価委員会



提案書作成時は、必ず「審査基準」を一言一句確認すること
※技術面と事業化面は同じくらい記載が必要！
（独）中小企業基盤整備機構九州本部内に「経営支援アドバイザー」を設置！
「ものづくり中小企業支援チーフアドバイザー」がサポイン事業計画書の作成について、相談業務を行っています。
是非ご利用ください！

②審査基準を満たすか確認
技術面評価

事業化面評価

①技術の新規性、独創性及び革新性
②研究開発目標値の妥当性
③目標達成のための課題と解決方法

及びその具体的実施内容
④研究開発の波及効果

①目標を達成するための経営的基礎力
②事業化計画の妥当性
③事業化による経済効果

政策面評価

①産業政策との整合性
②中小企業政策との整合性

③中小機構アドバイザーに相談

まずはお電話にて予約を！
◆TEL：０９２－２６３－０３００
◆FAX：０９２－２６３－０３１０
◆URL：
http://www.smrj.go.jp/kyushu/i
ndex.html

◆所在地：
〒８１２－００３８
福岡市博多区祗園町４番２号
博多祗園ＢＬＤＧ．２階
（独）中小企業基盤整備機構
九州本部 経営支援課

①
提
案
書
案
を
作
成

３. 審査基準
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○ 九州は、約６割の高い採択率で、全国の採択率（約４割）を大きく上回っている。
○ 九州の採択件数は、全国割合で約１割を占有している。
○ 平成２９、３０年度は、九州内の比較的多くの県で採択。

◆【中小機構でのブラッシュアップ】
平成３０年度申請のあった２３件の多くが事前に相談
早い時期から相談があったもの程採択に近い

14

４．採択事例（採択実績）

■サポイン事業 採択実績【全国・九州】（過去4年間） ■サポイン事業 採択実績【県別】（過去4年間）

※県別は研究実施場所で整理

27年度 28年度 29年度 30年度

九州

採択数 14 16 12 14
申請数 22 27 21 23
採択率 63.6％ 59.3％ 57.1％ 60.8％
全国割合 9.8％ 14.0％ 11.1％ 11.1％

全国
採択数 143 114 108 126
申請数 326 287 297 334
採択率 43.9％ 39.7％ 36.4％ 37.7％

27年度 28年度 29年度 30年度
福岡県 9 11 5 6
佐賀県 0 1 0 1
長崎県 2 0 1 2
熊本県 2 4 2 2
大分県 1 0 3 1
宮崎県 0 0 0 2
鹿児島県 0 0 1 0

計 14 16 12 14



研究開発計画名 事業管理機関名 法認定中小企業者 主たる研究実施場所
（都道府県）

植物成長促進による植物工場の生産性向上を実現する 照射環境制御型プラズマ援用種子処
理装置開発 (公財) 九州先端科学技術研究所 株式会社新興精機 福岡県

スマートフォン用のバッテリー検査工程における品質と生産性を向上させ高度な判定を実現するマ
ルチインプット型ＡＩアルゴリズム検査システムの開発 （公財）福岡県産業・科学技術振興財団 KNE株式会社

株式会社TTDesign 福岡県

配線方法で機能が変わる「マスター回路」と「ミニマルファブ」を組合せた、多品種適量半導体の短
納期・低コスト製造を実現する、新しい半導体製造技術の開発 （一財）九州産業技術センター 株式会社ロジックリサーチ 福岡県

食中毒リスクフリーのための高電圧大電流処理による革新的アニサキス殺虫装置の開発 （公財）福岡県産業・科学技術振興財団 株式会社ジャパンシーフーズ 福岡県

定年延長に繋がる健康管理のため、銀繊維ウェアにより心拍・筋電等を無線で取得し、取得した
データを元に個人ごとの健康管理・作業量負荷軽減を行うデバイス及びシステムの開発 (公財)飯塚研究開発機構 株式会社TRIART 福岡県

高齢化社会における生活習慣病の早期発見のため、老化赤血球のスクリーニング及び非老化赤
血球の変形能が測定可能な２ステップ・フィルトレーション法による自動測定装置の開発 (一財)九州産業技術センター 株式会社レオロジー機能食品研究所 福岡県

レーザ光高速走査・加工除去物の効率換気・搬送シートの連続加工による
エアバッグの生産コスト低減を目的としたエアバッグ用シートのレーザ裁断装置の開発 (公財)佐賀県地域産業支援センター 武井電機工業株式会社 佐賀県

次世代半導体製造工程等のための低GWP混合冷媒を利用した１元冷凍方式による冷却技術
を用いた小型超低温領域用温度調節機の研究開発 (公財)長崎県産業振興財団 伸和コントロールズ株式会社 長崎県

コンクリート橋梁ひび割れ等の点検のためのAI画像診断技術を用いた橋梁点検・診断支援システ
ムの開発 (公財)長崎県産業振興財団 株式会社PAL構造 長崎県

迅速かつ低コストな施工で、舗装の長寿命化を可能にする、 熊本発のひび割れ自動充填ロボット
の開発 (公財)くまもと産業支援財団 株式会社ジメント 熊本県

インクジェット技術を利用した次世代フラットパネルディスプレイ用フォトレジスト塗布装置及び専用
フォトレジストの研究開発 (公財)くまもと産業支援財団 ミクロ技研株式会社 熊本県

自動車等輸送機械の窓に色調豊かで高速応答性・高耐熱性をもつ調光機能を搭載するための
カラー液晶調光素子の研究開発 (公財) 大分県産業創造機構 九州ナノテック光学株式会社 大分県

途上国の子供たちが読み書き計算を学ぶための、AI技術と動画自動生成技術を有する基礎教
育タブレット「Ta-BE（タビー）」の開発 (公財)宮崎県産業振興機構 株式会社教育情報サービス 宮崎県

内視鏡外科医師の早期養成、及び手術時間短縮のため、眼電位・筋電位等の生体信号による
空間画像処理技術を開発し、透過型ヘッドマウントディスプレイを用いたハンズフリーコミュニケーショ
ン支援システムの製品化

(公財)宮崎県産業振興機構 株式会社昭和 宮崎県
15

九州地域としては高水準の１４件の採択（採択率６０.８％）

４．採択事例（平成30年度）



研究体制

株式会社九州ハセック、国立大学法人 佐賀大学、
九州精密工業株式会社

事業管理機関 公益財団法人 飯塚研究開発機構

研究開発の成果

平成２６年度採択 非インボリュート歯形を使用した鉄道用歯車型軸継手
の開発 法認定中小企業名株式会社 九州ハセック（福岡県) 主たる技術：機械制御
鉄道用のギヤカップリングは重要保安部品に位置づけされているが、評価方法にお
いて規格化されていない。十分な性能評価技術を確立し、従来はインボリュート歯
形を使用することを常識としたギヤカップリングの歯形を世界初となる非インボ
リュート歯形を採用することによって、軸変位の増大に伴い極端に落ちてしまう寿
命低下を改善し、振動騒音の低減に効果的な鉄道用ギヤカップリングの開発を行う。
■鉄道駆動用ギヤカップリングの開発
・許容傾斜角度の拡大技術開発
・振動騒音低減技術の確立
・潤滑改善による長寿命化技術の開発

■鉄道駆動用ギヤカップリングの高効率加工試作技術
・非インボリュート荒歯切スカイビング加工用工具開発
・非インボリュート仕上げスカイビング加工用工具開発

■鉄道駆動用ギヤカップリングの性能評価
・性能評価技術の確立

当該研究開発の連絡窓口
所属・氏名：開発事業部 平田
E-mail：susumu.hirata@kyushu-hasec.co.jp
電話番号：0949-24-0914

・最大傾斜角１２°と歯面間クリ
アランス低減により異常振動を無
くすことができた。

・サイクルタイムにおいて従来比
６０％短縮を実現。
・熱処理後の高硬度材高効率加
工も期待できる。

非インボリュート歯形と
自社開発の加工機によって実現！
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研究体制

【法認定中小企業】株式会社戸畑ターレット工作所 【研究開発協力企業】株式会社サンライズ精工
【大学】国立大学法人九州工業大学 【公設試】鹿児島県工業技術センター、
【アドバイザー】株式会社エムエイチセンター 【川下企業】日立オートモティブシステムズ九州株式会社

事業管理機関 一般財団法人九州産業技術センター

研究開発の成果

平成２６年度採択 軽量自動車部材の低コスト・高品質加工を実現する次世代鍛造法の開発
株式会社戸畑ターレット工作所（福岡県） 主たる技術：鍛造加工

【研究開発の概要】
自動車駆動部品の軽量化において、鉄鋼部材のアルミ合金鍛造品への代替が望まれているが、品質はもちろんのこと、
鉄鋼部材と同等以下のコスト要求が材料置換の大きなハードルとなっている。そのため、アルミ合金製の鍛造部材を
低コストで生産できる鍛造技術の創出が必要で自動車駆動系部品に求められる厳しい品質要求を満足しながら、非常に
短い生産タクトタイムを可能とするターレット鍛造装置を中核とする革新的な次世代鍛造法を開発する。

【１】鍛造工程設計案を自動生成する知的設計支援システムの開発
工程設計支援システムを完成させ、ヨーク設計において熟練者並みの工程設計を従来の１

２時間から１０分まで大幅な短縮するのに成功。
【２】ターレット鍛造装置のプロトタイプの構築
実際にプレス内に装置を組み込み、鍛造試作を行ったが、生産に関わるすべての工程を含

んだ生産リードタイムにおいて目標としていた対アルミ化先行研究比約１／２（５０％減）
に対し、約１７％低減の結果で未達に終わった。しかし、製造コストにおいては材料費の低
減等により、対炭素鋼比１５％、アルミ化先行研究比２５％低減目標に対し、各々１５．
８％、２２．８％低減とほぼ達成。
【３】アルミ合金製ヨークの温間鍛造条件の最適化
ヨーク鍛造型の新型を設計製作し、統合試作トライアルを実施した。試作したヨーク鍛造

品の円筒端における材料廃棄率を０％とする目標を掲げていたが、形状不具合が発生し、現
時点では目標未達の判断となるが、改善方案は検討し、対策を実施すれば目標達成になる見
込みである。また、川下ユーザーも注目していたプレス装置内でのヨーク角部分2穴連続横穴
抜きは達成することができた。
【４】多段階時効における金属組織形成メカニズムの解明と時効制御条件の最適化
統合試作トライアルに条件適用して鍛造品評価を行った。適用した製造条件下で試作した

鍛造品の引張強度は目標としていたアルミ化先行研究比１５％以上upに対し１７．３％向上、
硬度においても目標の１４０～１６０（Hｖ）に対し１４１．１（Hｖ）、靭性指標の伸びも
１２．４％と目標達成することができた。

当該研究開発の連絡窓口
所属・氏名：株式会社戸畑ターレット工作所 技術開発G 川崎 宏史
E-mail：kawasaki＠t-turret.co.jp
電話番号：093ー475ー8865

コスト比較

引張試験結果

アルミ鍛造ヨーク試作品完成したターレット鍛造
装置
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Ⅱ．ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業
（ものづくり補助金）



（参考：公募終了分）ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業
平成29年度補正予算案額 1000.0億円

中小企業庁 技術・経営革新課
03-3501-1816

事業の内容 事業イメージ
事業目的・概要
足腰の強い経済を構築するためには、日本経済の屋台骨である中小企
業・小規模事業者の生産性向上を図ることが必要です。

中小企業・小規模事業者が、認定支援機関と連携して、生産性向上
に資する革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を行う
ための設備投資等を支援します。また、設備投資等とあわせて専門家に
依頼する費用も支援します。

 2020年度までの集中投資期間中、生産性向上のための新たな設備
投資を強力に後押しするため、自治体の自主性に配慮しつつ、固定資
産税の負担減免のための措置を講じ、これに合わせて、本予算等による
重点支援を行います（固定資産税ゼロの特例を措置した自治体におい
て、当該特例措置の対象となる事業者について、その点も加味した優先
採択を行います）。

成果目標
事業終了後5年以内に事業化を達成した事業が半数を超えることを目
指します。

１．企業間データ活用型（補助上限額：1,000万円/者※、補助率2/3）
複数の中小企業・小規模事業者が、事業者間でデータ・情報を共有し、
連携体全体として新たな付加価値の創造や生産性の向上を図るプロジェ
クトを支援します。
（例）データ等を共有・活用して、受発注、生産管理等を行って、連携
体が共同して新たな製品を製造したり、地域を越えた柔軟な供給網の
確立等により連携体が共同して新たなサービス提供を行う取組など

※ 連携体は10者まで。さらに200万円×連携体参加数を上限額に連
携体内で配分可能

２．一般型（補助上限額：1,000万円、補助率1/2）※

中小企業・小規模事業者が行う革新的なサービス開発・試作品開発・
生産プロセスの改善に必要な設備投資等を支援します。
※ 平成30年通常国会提出予定の生産性向上の実現のための臨時
措置法（仮称）に基づく先端設備等導入計画（仮称）の認定又
は経営革新計画の承認を取得して一定の要件を満たす者は、補助
率2/3

３．小規模型（補助上限額：500万円、補助率:小規模事業者2/3、
その他1/2）

小規模な額で中小企業・小規模事業者が行う革新的なサービス開発・
試作品開発・ 生産プロセスの改善を支援します。（設備投資を伴わな
い試作開発等も支援）

定額補助 補助
(2/3,1/2)

中小企業等国 民間団体等

条件（対象者、対象行為、補助率等）
認定支援機関の全面バックアップを得た事業を行う中小企業・小規模
事業者であり、以下の要件のいずれかに取り組むものであること。

 「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」で示された方
法で行う革新的なサービスの創出・サービス提供プロセスの改善であり、3
～5年で、「付加価値額」年率3%及び「経常利益」年率1%の向上を
達成できる計画であること。

 「中小ものづくり高度化法」に基づく特定ものづくり基盤技術を活用した
革新的な試作品開発・生産プロセスの改善であり、 3～5年で、「付加
価値額」年率3%及び「経常利益」年率1%の向上を達成できる計画で
あること。

●専門家を活用する場合 補助上限額30万円アップ（１～３共通）

1000万円A社
1000万円B社
1000万円C社

200万円×3＝600万円＋
（連携体内で配分可能）

【3社連携の場合】
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ものづくり補助金 採択実績

H24FY補正：1,007億円 H25FY補正：1,400億円 H26FY補正：1,040億円 H27FY補正：1,020億円
H28FY補正：1,001.3億円 H29FY補正：1,000億円

この6カ年（平成24年度補正～平成29年度補正）で九州 5,703件（全国 61,629件）が採択
革新的なものづくり・サービスの提供等にチャレンジする中小企業・小規模事業者に対し、試作品開発・設備投資
等を支援。 ※実施機関：各県中小企業団体中央会

採択

累計 1次公募 2次公募 1次公募 2次公募 1次公募 2次公募 1次公募 2次公募 1次公募 2次公募

2,005 263 128 135 399 257 142 451 228 223 363 353 10 232 297 297 ー
354 45 19 26 72 46 26 57 30 27 66 65 1 37 77 77 ー
572 58 22 36 107 67 40 117 56 61 88 86 2 75 127 127 ー
759 86 41 45 129 81 48 137 66 71 199 194 5 86 122 122 ー
696 73 24 49 120 69 51 149 75 74 116 113 3 78 160 160 ー
687 71 15 56 128 72 56 172 82 90 135 133 2 71 110 110 ー
630 102 49 53 136 89 47 144 70 74 105 102 3 69 74 74 ー

5,703 698 298 400 1,091 681 410 1,227 607 620 1,072 1,046 26 648 967 967 ー
61,629 10,516 4904 5,612 14,431 9,613 4,818 13,134 7,253 5,881 7,948 7,729 219 6,157 9,443 9,443 ー

応募
総数 150,654 23,971 12,045 11,926 36,917 22,415 14,502 30,478 17,128 13,350 26,629 24,011 2,618 15,547 17,112 17,112 ー

採択
率 41% 44% 41% 47% 39% 43% 33% 43% 42% 44% 30% 32% 8% 40% 55% 55% ー

H28F
Y補正

H29FY補正

九州
全国

佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島

H24FY補正 H25FY補正 H26FY補正 H27FY補正

福岡



(事業背景）
フライヤーバスケットは、ファーストフード店や
コンビニエンスストア等、飲食店全般で一般
的に多く使用され、1カ月～半年で廃棄さ
れている消耗備品。

競争力強化のポイント！

○フライヤーを使っている現場にて調理員か
らヒアリングを行い、具体的な課題・改善
要望に基づいた商品化であり、既存品に
対して優位性がある。
○自社の知財を活かし、外注・内製を使い
分ける等、ビジネスモデルを確立するもので
ある。

現場の声！（既存品の課題）
5項目
・軽量化
・安全性
・衛生面
・耐久性
・金属片混入の危険性

（一般に使用されているフライヤー）

(解決策）
軽量で安全性も高く強度も十分に保たれ
たフライヤーバスケットを開発（平成25年
12月特願2013－273921）し、商品
化。

（自社開発した新型フライヤー）

(事業内容）
パンチングメタル部品を加工するプレス型抜き
マシン用の専用金型を製作し、量産に向け
た試作品・試供品開発を行い、大量発注に
向けた体制を整える。

(事業化に向け）
大手ハンバーガーチェーン等、全国にチェーン
展開する企業に売り込みを図る。
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ものづくり補助金 採択事例 （金属加工分野）

• 独自開発した軽量・丈夫・衛生的なフライヤーバスケットの量産化に向けた試作開発
採択事業者： 株式会社クラフトエンジニアリング （平成２５年度補正 ２次公募）

【事業概要】
ファーストフード・弁当・惣菜店等の調理場で現在使用されるフライヤーバスケットが有する重く、短い耐久度、金属片
混入の高い危険度の課題を解決する独自開発の軽量・丈夫・衛生的なフライヤーバスケットの量産化に向けたビジ
ネスモデルを確立する。



ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業
平成3１年度概算要求額 100.0億円（新規）

中小企業庁 技術・経営革新課
03-3501-1816

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要
 足腰の強い経済を構築するためには、日本経済の屋台骨である中小企
業・小規模事業者等の生産性向上を図ることが必要です。

 中小企業・小規模事業者等が、認定支援機関と連携して、生産性向
上に資する試作品開発を行うための設備投資等を支援します。また、
設備投資等とあわせて専門家に依頼する費用も支援します。

成果目標
 事業終了後5年以内に事業化を達成した事業が半数を超えることを目
指します。

１．企業間データ活用型（補助上限額：２,000万円/者※、

補助率2/3）

複数の中小企業・小規模事業者等が、事業者間でデータ・情報を共有
し、連携体全体として新たな付加価値の創造や生産性の向上を図るプ
ロジェクトを支援します。
（例）データ等を共有・活用して、受発注、生産管理等を行って、連携
体が共同して新たな製品を製造したり、地域を越えた柔軟な供給網
の確立等により連携体が共同して新たなサービス提供を行う取組など

※ 連携体は10者まで。さらに200万円×連携体参加数を上限額に連
携体内で配分可能

２．試作開発型（補助上限額：1,000万円、補助率:小規模事業者
2/3、その他1/2）

中小企業・小規模事業者等が行う試作品開発を支援します。
（設備投資を伴わない試作開発等も支援）

定額補助 補助
(2/3,1/2)

中小企業等国 民間団体等

条件（対象者、対象行為、補助率等）
 認定支援機関の全面バックアップを得た事業を行う中小企業・小規模
事業者等であり、以下の要件のいずれかに取り組むものであること。

 「中小サービス事業者の生産性向上のためのガイドライン」で示された方
法で行う革新的なサービスの創出・サービス提供プロセスの改善であり、
3～5年で、「付加価値額」年率3%及び「経常利益」年率1%の向上
を達成できる計画であること。

 「中小ものづくり高度化法」に基づく特定ものづくり基盤技術を活用した
革新的な試作品開発・生産プロセスの改善であり、 3～5年で、「付加
価値額」年率3%及び「経常利益」年率1%の向上を達成できる計画
であること。

2000万円A社
2000万円B社
2000万円C社

200万円×3＝600万円＋
（連携体内で配分可能）

【3社連携の場合】

スマートものづくり応援隊、ITコーディネータ、技術士等、事業の遂
行に必要な専門家を活用する場合は、補助上限額を30万円アッ
プします。（類型１、２共通）

先端設備等導入計画の認定又は経営革新計画の承認を取得して
一定の要件を満たす者は、補助率2/3（類型２のみ）
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Ⅲ．平成３１年度概算要求
研究開発及び経営支援施策



輸送機器の抜本的な軽量化に資する新構造材料等の
技術開発事業 平成31年度概算要求額 37.0億円（41.5億円）

産業技術環境局
産業技術プロジェクト推進室

03-3501-9221

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ
事業目的・概要
 本事業では、エネルギー使用量及びCO2排出量削減を図るため、そ
の効果が大きい輸送機器（自動車、鉄道車両等）の抜本的な軽
量化に繋がる技術開発等を行います。

 具体的には、

成果目標
 平成26年度から34年度までの9年間の事業であり、本事業を通じて
輸送機器の原材料を革新的新構造材料等に置き換えることで、抜
本的な軽量化（自動車車体の場合50%軽量化）及び平成42年
度において約511万トン/年のCO2排出量削減を目指します。

（１）最適設計・評価手法等開発
マルチマテリアル化に対応した最適設計ツールの開発を行うと共に、中性子計測
技術により、接合部等の非破壊評価技術の開発を行う。

（２）接合・接着技術開発

難接合材の同種間や、異種材料
間（軽金属/複合材料間等）の、
接合・接着技術を開発し、革新材
料の実用化、マルチマテリアル化を
促進する。

（３）材料開発

強度、加工性、耐食性等の
複数機能を同時に向上させ
た構造材料や、高性能新規
磁性材料等を開発する。

① 材料特性を最大限活かした輸送機器の軽量化のため、複数の材
料を適材適所に利用したマルチマテリアル化の最適設計手法、評
価手法、CFRPからの炭素繊維リサイクル技術等の開発を行いま
す。

② 複数の材料を適材適所に使うために必要な、接合・接着技術の
開発を行います。

③ 強度、加工性、耐食性等の複数機能とコスト競争力を同時に向
上させた革新鋼板、マグネシウム合金等非鉄軽量金属材料、炭
素繊維複合材料や、小型・高効率モーターを実現する高性能磁
石等の開発を行います。

これらの最適設計・評価手法、接合・接着技術、材料開発が一体と
なった開発を通じ、輸送機器の抜本的な軽量化につながるマルチマテリ
アル化による省エネルギー化を世界に先駆けて実現します。

国
委託(研)新エネルギー・

産業技術総合開発
機構(NEDO)

民間企業
研究機関
大学 等

交付金

例）マルチマテリアルCAEによる形状最適化

単一素材における
形状最適化

マルチマテリアル
形状最適化

現状技術 本事業開発

例）中性子計測技術による
非破壊歪みイメージング

中性子

接合部材

例）固相摩擦撹拌接合技術

比強度

伸
び

Fe

Al
Fe

Fe

Al

高強度

易加工性

Al MgTi合金

強度と加工性を
両立する材料の

開発
純Ti MgMg

例）性能ポジション向上 例）新磁石開発

従来ネオジム磁石
フェライト
磁石 @180℃

1

2

0 1 2

相
対
モ
ー
ター
出
力
密
度

相対最大エネルギー積

開発ターゲット
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次世代構造部材・システム技術に関する開発事業
平成31年度概算要求額 33.32億円（34.7億円）

製造産業局 航空機武器宇宙産業課、
03-3501-1692

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的・概要

成果目標
平成27年度から平成31年度までの5年間の事業であり、開発成
果の次世代航空機への搭載により、平成42年度において次世代
航空機一機あたり15％のCO2排出削減を目指します。

国
交付金

民間企業等
委託

世界の航空機需要は平成42年までに2倍になるとされており、航
空機産業は我が国の長期的な成長を実現する重要な分野であ
る一方、需要の増加に伴い増大するエネルギー消費への対応が
必要不可欠です。

本事業では、軽量で耐熱性のある構造部材に係る技術など、平
成35年以降に市場投入予定の次世代航空機に必要な先進基
盤技術を世界に先駆けて開発します。

航空機の軽量化・燃費改善・低炭素化により、省エネルギーの実
現とCO2排出量の削減を目指します。

燃焼器

タービン

T
e
m
p
.(
C
) 2000

1500

500

（現状）Ni合金 （現状）Ni合金

燃焼器

高圧圧縮機低圧圧縮機

ファン翼

高圧タービン

低圧タービン

ファンケース

（将来）ＣＭＣ

（課題）耐熱性・コスト・加工性

1000

ファン 圧縮機

＜軽量耐熱複合材技術＞
耐熱性に優れ、金属材料よ
り軽量な耐熱複合材を開発。
エンジンの軽量化を図り、省
エネを実現。

＜炭素繊維複合材切削加工＞
航空機用難削材における高速・高
品質な切削加工を可能とする。製
造工程の省エネ化を図る。

＜次世代空調システム＞
航空機に広く分布する機器を適
応箇所に応じて冷却を行うファン
など、効率の良い空調システムを
開発。航空機の軽量化を図り、
省エネを実現。

事業イメージ
先進基盤技術の例

[将来] セラミック・マトリックス・コンポジッ
ト(CMC)

[現状]Ni合金 [現状]Ni合
金

(研)新エネルギー・
産業技術総合研究所

（NEDO)
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事業の内容 事業イメージ

高効率･高輝度な次世代レーザー技術の開発事業
平成31年度概算要求額 2２.5億円（25.5億円）

産業技術環境局
産業技術プロジェクト推進室
03-3501-9221

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的・概要
 レーザーは、金属やガラスなどの切断や表面改質といった加工に
用いられ、次世代産業技術の中核として、今後も関連市場の拡
大が見込まれています。しかし、様々な加工条件に合わせて効率
良く、また付加価値の高い加工等を行うためには、波長や輝度
（出力とビーム品質）等において多くの技術的な課題があります。

 本事業では、これまでにない高効率かつ高輝度（高出力・高
ビーム品質）なレーザー技術を開発することにより、燃料消費・温
室効果ガス排出の削減を図るとともに、我が国ものづくり産業の競
争力強化を図ります。

成果目標
 平成28年度から平成32年度までの5年間の事業であり、本事
業によって開発するレーザー技術を用いることによって、レーザー加
工等における消費エネルギーを大幅に削減し、平成42年度にお
いて約655万トン/年のCO2削減を目指します。

国 民間企業等
委託交付金 (研)新エネルギー・

産業技術総合開発
機構(NEDO)

高効率･高輝度な次世代レーザー技術の開発

レーザー加工条件の最適化や加工現象のメカニズム解明など、
効率的な加工を実現するための基盤研究も併せて行う。

【加工品質の追求】
短波長領域の高輝度・高効率レーザーシステムの開発
【パワーの追求】
キロジュール級の高輝度・高効率レーザーシステムの開発

【従来性能を遙かに凌駕する新光源の追及】
次世代の高輝度・高効率なレーザー光源の開発

テーマ 1

テーマ ２

テーマ ３

これまでにない高効率･高輝度な次世代レーザー技術ならびに加工技術を
開発し、機能性材料等の加工品質の向上や自動車部品等の加工プロセス
の効率化など、我が国ものづくり産業の競争力強化に貢献します。

従来のレーザー加工の例
（熱による加工のため熱変性層やバリが発生する）

高効率･高輝度レーザー
による非熱加工のイメージ
（高品質な微細加工）

次世代レーザー
加工技術
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中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業
平成31年度概算要求額 62.1億円（50.2億円）

(1)(2)(3)中小企業庁経営支援課
03-3501-1763

(4)中小企業庁金融課
03-3501-2876

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ
事業目的・概要
 中小企業・小規模事業者が抱える様々な経営課題に対応するワンストップ
相談窓口として、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置します。

 特に高度・専門的な課題には、それに応じた専門家を派遣します。
 支援機関の見える化等を進めることで連携強化を促進します。
 担保・保証に拠らない融資を一層促進するため、融資の際に一定の要件を
満たす場合には経営者の個人保証を求めないことや、個人保証債務の整理
時の対応等を定めた「経営者保証に関するガイドライン」の周知・普及を行い
ます。

成果目標
 平成26年度からの事業であり、各施策において以下を目指します。
(1)中小企業・小規模事業者等の経営相談に対し、よろず支援拠点から提案
された解決策を実行して成果があった事業者の割合が、全体の65％になるこ
と（単年度目標）

(2)中小企業・小規模事業者等の経営相談に対し解決の対策が立てられた割
合が80%になること（単年度目標）。

(3)支援機関の協力体制強化を促進するとともに、支援機関の見える化を進め
ること。

(4)個人保証に依存してきた融資慣行を改善し、中小企業の思い切った事業
展開や、早期の事業再生、事業清算への着手、円滑な事業承継等を促進
すること。

（１）よろず支援拠点事業
 よろず支援拠点では、
①売上拡大のための解決策の提案
②経営改善策を提案し、行動に移すための連携チームの編成・派遣
③どこに相談すべきかわからない事業者に対する的確な支援機関等
の紹介を実施します。

 中小企業・小規模事業者の労務管理やIT活用による生産性向上（省人化）な
どの経営課題に対応するため、各よろず支援拠点に新たにコーディネータ―を１名
増員します。
 各よろず支援拠点(サテライト拠点含む)にTV電話システム等の設備を導入します。

（２）専門家派遣事業
 よろず支援拠点や地域プラットフォーム （地域PF）が、個々の中小企業・小規模
事業者の経営課題に応じた専門家を原則3回まで（事業承継、IT導入に係る課題の
場合に限り原則5回まで）無料で派遣します。
 働き方改革・生産性向上、ＩＴ・セキュリティ分野など、中小企業の課題の複雑化・
深刻化に伴う分野及びその派遣件数を増強します。
※地域PF：商工会・商工会議所や金融機関など地域の支援機関が中小企業支援を
目的に連携。H25年度から設置。

中小企業・
小規模事業者

委託
謝金

支援支援拠点

事務処理機関
(民間団体等)

委託

委託

支援等

専門家

支援等

(1)

(2) 中小企業・
小規模事業者国

国
全国本部

（3）認定支援機関関連事業
 支援機関同士の協力体制強化を促進するとともに、支援機関の見える化の仕組みを
構築する。

（4）経営者保証ガイドライン周知・普及事業
 担保・保証に拠らない融資を一層促進するため、①「経営者保証に関するガイドライ
ン」の内容に関する相談対応、②ガイドラインに基づき、経営者保証を提供せずに資金
調達を希望する事業者や、個人保証債務の整理を希望する事業者に対する専門家
派遣、③周知・普及のための広報活動、④ガイドライン活用状況の実態調査などを実
施する。

(3) 国 民間企業等
委託

民間企業等 中小企業・
小規模事業者

(4) 専門家派遣等国 委託
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事業承継・世代交代集中支援事業
平成31年度概算要求額 45億円（新規）

中小企業庁 財務課
03-3501-5803

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要
地域経済を揺るがしかねない事業承継問題を解決するため、今後10
年間程度を事業承継の集中実施期間として位置づけ、事業承継ニー
ズ掘り起こしのため各都道府県に構築された事業承継ネットワークを
ベースとしながら、地域に密着し、より細かい地域単位で専門家派遣な
ど踏み込んだ支援を行う「プッシュ型事業承継支援」の更なる強化を図
ります。

具体的には、事業承継ネットワークの構築など、全国一律の支援から、
より意欲のある地域に対して、業種や業界、地域の特性などに応じた先
進的なモデル事業への支援、事業承継・世代交代を契機とした事業者
の経営革新や事業転換を図る取組を支援します。

成果目標
事業承継ネットワーク参加機関による年間5万件の事業承継診断を通
じ、経営者の事業承継に対する「気づき」の機会を増やします。

業種、業界や地域の特性などに応じた先進的な事業承継支援のモデ
ルを構築します。

補助事業者の事業計画達成率を80％以上とすることを目指します。

平成29年度から開始した事業承継ネットワーク構築事業の全国展開がほぼ図ら
れたため、今後は各県に設置された承継コーディネータやブロックコーディネータ等が、
プッシュ型の事業承継診断で堀り起こされたニーズに対して、事業承継計画の策定
や課題解決のための専門家派遣などのきめ細かな支援を行うことにより、円滑な事
業承継を推進します。

また、事業承継診断等支援データ等を活用し、各県内の事業承継の支援戦略
を策定することにより、成長性の高い事業者や地域等を支援します。さらに、これま
での全国一律の支援ではなく、業種や業界、地域の特性などに応じて事業承継の
先進的な取組に対して積極的に支援を行います。

国 補助（定額） 補助（2/3,1/2）

民間事業者等 民間事業者

事業承継・世代交代を契機として、経営革新や事業転換に挑戦する中小企業
者に対し、設備投資・販路拡大・既存事業の廃業等に必要な経費を支援します。

①承継にあたって、後継者が行う生産性の大幅な向上への取組を支援します。

②後継者不在事業者が有するサプライチェーンや地域に根付いた価値ある事業を、
M&Aをはじめとした事業再編・統合策により引き継いだ上で更なる成長を図る事業
者の取組を支援します。

都道府県・
民間団体等

委託
民間事業者等

委託

経営革新や事業転換などに取り組むこと

＜後継者＞＜先代経営者＞

事業承継（代表者の交代）が行われること

A社

B社
C社

事業再編・事業統合が
行われること

<類型ごとの補助条件＞
① ②

（２）事業承継補助金

（１）プッシュ型事業承継支援高度化事業
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中小企業・小規模事業者人材対策事業
平成31年度概算要求額 21.7億円（18.5億円）

事業イメージ
事業目的・概要

成果目標

• 地域の中小企業・小規模事業者が女性・高齢者・外国人等の多様な人材を
確保するため、人材の発掘・確保・定着を一括して支援します。

• また、経営支援機関等と人材紹介会社等が連携し、経営課題明確化・人材
ニーズの掘り起こし・人材確保を一括で行うためのプラットフォーム構築実証事
業を行います。

• 加えて、平成30年度に実施した中核人材確保の仕組みの横展開を行い、中
核人材確保のためのノウハウを普及することで、中小企業の中核人材確保の支
援を促進します。

• 中小企業の海外ビジネス担当者を対象として、通商協定や国際ビジネスルール
等の座学の学習に加え、グループワークを通した課題解決の実践や、海外での
フィールドワークによって市場調査経験ができるプログラムを提供します。

• また、本プログラムでの体験を通じた課題や成果をまとめ、公開することで、我が
国の産業全体の国際化を後押しします。

１．中小企業庁 経営支援課
03-3501-1763
中小企業庁 創業・新事業促進課
03-3501-1767

２．中小企業庁 創業・新事業促進課
03-3501-1767

 我が国の少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少を背景として、中小企業・小規
模事業者における人材不足は深刻化しており、求人難が各企業の経営課題として
占める割合は増大しています。

 こうした中、中小企業・小規模事業者における人材確保が重要な課題となることか
ら、各地の中小企業・小規模事業者が必要とする人材について、専門家派遣やマッ
チングを通じて、地域内外からの発掘・確保・定着を一括して支援します。

 加えて、中小企業における海外展開を担う人材や、中小生産・サービスの現場を支
援する人材の育成を支援します。

 「地域中小企業人材確保支援等事業」は平成27年度から平成31年度までの事業で、
人材不足状況の可能な限りの低減のため、事業参加企業の満足度（意識変化等）
70%以上を目指します。

 「中小企業海外ビジネス人材育成支援事業」は平成31年からの5年間の事業で、
事業参加企業の満足度（意識変化等）70%以上を目指します。

 「スマート生産性向上応援隊事業」は、平成31年度から平成32年度までの事業で、
合わせて年間10,000名以上の指導者の育成を目指します。

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

民間企業等
委託・補助

１．

２．
補助（定額）

ジェトロ 民間企業等

国

補助（定額、2/3） • スマートものづくり応援隊、サプライヤー応援隊、サービス等生産性向上応援隊
を合わせて生産性向上応援隊として位置づけ、横断的に事例等を共有し、
IT・IoT・ロボット等を用いた業務プロセスの改善、自動車サプライヤーの新技術
への対応等を指導できる人材を育成します。

• 製造業、サービス業を中心とする中小・小規模企業へ派遣し、伴走型で生産
性向上や経営課題の解決を支援します。

• また、各地域のスマートものづくり応援隊拠点数が増加する中、地域間で先進
事例を共有するための仕組みを構築します。

３．製造産業局 総務課
03-3501-1689
製造産業局 自動車課
03-3501-1690
商務・サービスG サービス政策課
03-3580-3922

1．地域中小企業人材確保支援等事業

2．中小企業海外ビジネス人材育成支援事業

３．スマート生産性向上応援隊事業

国

３．

補助（定額）
民間団体等

補助（1/2、2/3）

民間団体等
国

委託 民間団体等
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Ⅳ．補助金公募等情報等の収集について



ミラサポで最新情報を

 ミラサポは、公的機関の支援情報・支援施策（補助金・助成金など）の情報提供や、経営の悩みに対する
先輩経営者や専門家との情報交換の場を提供する、中小企業・小規模事業者の未来を支援するサイトです。

是非登録を！

毎日１通
最新の為になる情報が届きます
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(九州) SNSを通じて、九州経済産業局の最新情報をGET!!

• 九州経済産業局では、ホームページ以外にも、FacebookやTwitterを通じて、局の施
策情報などの発信を行っています。

◆九経交流プラザ
https://www.facebook.com/kyukeikouryupl
aza

報道発表をはじめ、公募情報や
九州経済産業局のイベント情報に加え、
九経交流プラザに配架した最新の
パンフレット情報等を発信しています。

☆ Facebookをされていない方でもご覧になれま
す。

経済産業省 九州経済産業局
http://www.kyushu.meti.go.jp/
〒812-8546 福岡市博多区博多駅東2-11-1

福岡合同庁舎本館 (6F､7F)

@meti_kyush
u

◆九州経済産業局
https://twitter.com/meti_kyushu

報道発表をはじめ、イベント情報や
公募情報など幅広く発信します。

フォロー
してね!!

◆九経倶楽部
https://www.facebook.com/groups/kyukeiclu
b/

九州、地域に拘った経済産業施策に関する
Facebookグループです。九州経済産業局の中堅・
若手職員が、施策コンシェルジュとして、
メンバーとの双方向の情報交換を行います。「施策コンシェルジュ」とは、経済産業省の施策情報を
迅速かつ分かりやすくご提供すると共に、みなさまから
の
ご質問やご相談に対し、親身に対応する要員のこと

☆ Facebookのアカウントをお持ちの方のみご覧になれま
す。

https://www.facebook.com/kyukeikouryuplaza
http://www.kyushu.meti.go.jp/
https://twitter.com/meti_kyushu
https://www.facebook.com/groups/kyukeiclub/
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九州経済産業局のホームページ
サンプル

補助金の公募期間等が
一覧で表示されています。



問い合わせ先

九州経済産業局
地域経済部 産業技術課
〒812-8546
福岡市博多区博多駅東２－１１－１
福岡合同庁舎 本館６階
ＴＥＬ：０９２－４８２－５４６４
ＦＡＸ：０９２－４８２－５３９２

ご静聴ありがとうございました
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